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第５回 産業構造審議会 イノベーション・環境分科会 イノベーション小委員会 

議事録 

 

■ 日時：令和７年１月２４日（金）10 時 00 分～12 時 00 分 

■ 場所：経済産業省本館 17 階第 1 特別会議室及び Teams（ハイブリッド開催） 

■ 出席者：染谷委員長、安部委員、井上委員、倉田委員、清水委員、杉村委員、土居委

員、西澤委員、COCN 斉藤実行委員長、文科省 高谷審議官、内閣府 徳増審

議官、日本商工会議所 松本担当部長、経済同友会 宮崎執行役、経産省 大野

顧問 

（オンライン）高橋委員、波多野委員、経団連 田宝主事（代理）、AIST 片岡

理事、NITE 紺野理事、新経連 嶋田主幹（代理）、日本 VC 協会 田島代表理

事、AIST 益センター長、全銀協 松永部長、NEDO 横島副理事 

■議題： 

１．我が国のイノベーション・エコシステムの現状と課題 

２．フロンティア領域の考え方 

３．その他 

 

○染谷委員長  おはようございます。それでは、定刻となりましたので、ただいまから

第５回イノベーション小委員会を開催いたします。 

 委員の皆様におかれましては、御多忙のところ御出席いただき、誠にありがとうござい

ます。 

 早速ですが、議事を進行してまいります。 

 本日は、我が国のイノベーション・エコシステムの現状と課題について、委員の皆様に

御議論いただくこととしております。 

 開会に当たりまして、イノベーション・環境局の菊川局長より御挨拶いただければと思

います。よろしくお願いいたします。 

○菊川局長  皆さん、おはようございます。着座にて一言申し上げたいと思います。染

谷委員長、ありがとうございます。 

 本当に御多忙の中、染谷委員長をはじめ、委員の皆様、お集まりいただきまして心より

感謝申し上げます。また、経済産業省の科学技術顧問でございます大野先生にも同席いた
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だいておりますけれども、内閣府、文部科学省をはじめとする他省庁の方々も参加をいた

だいておりまして、まさに、全政府を挙げて科学技術、イノベーションについて、しっか

り御議論をいただきたいと思っております。 

 本来でしたら、今日は大臣がここで御挨拶をする予定だったのですが、今日から国会開

会日と当たってしまいまして、しっかり皆様に御挨拶するようにということで大臣からも

指示を受けてございます。よろしくお願いいたします。 

 経済産業省は昨年７月から、もともと産業技術環境局と言っていたものをイノベーショ

ン・環境局というように改組、改編いたしました。スタートアップ政策も取り込んだ形で

イノベーション・環境局ということで、昨年７月から新たに発足してございます。これは

我々の科学技術、また、イノベーションに対する大きな危機感の表れでございまして、皆

様の御議論を踏まえて新たな方向性、まさに官民共に、進むべき方向を示していただきた

いと思っておりますので、何とぞ、忌憚なく御意見をいただければと思ってございます。

よろしくお願いいたします。 

○染谷委員長  ありがとうございました。それでは、議事に先立ち事務局から、委員の

出欠の紹介などをお願いいたします。 

○武田課長  イノベーション政策課長の武田でございます。本日の小委員会は、対面及

びオンラインでのハイブリッド開催となっております。会議の一般傍聴については、

YouTube にて会議の模様をライブ配信することとしております。 

 本日は会場にて染谷委員長のほか、安部委員、井上委員、倉田委員、清水委員、杉村委

員、土居委員、西澤委員に御参加いただき、オンラインにて高橋委員、波多野委員に御参

加いただいております。 

 高橋委員、波多野委員は所用により途中までの御参加と伺っておりますが、定足数であ

る過半数に達していることを報告させていただきます。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございました。 

 なお、本小委員会の議論に資するよう、オブザーバーとして各経済団体、関係省庁等の

方々に御参加いただきます。 

 次に、配付資料の確認をお願いします。 

○武田課長  本日は、座席表のほか、資料１から４を御用意しております。不足する資

料があれば事務局までお知らせください。 
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 オンラインで御参加されている委員の方々におかれましては、会議中、もし接続等に不

具合などございましたら、チャットなどを用いてお知らせください。 

 また、本日の審議について、会議資料や会議終了後の議事要旨等は経産省のホームペー

ジに掲載することとしております。 

○染谷委員長  ありがとうございました。それでは、本日の議題に入りたいと思います。

我が国のイノベーション・エコシステムの現状と課題について、また、続けて、フロンテ

ィア領域の考え方について、事務局から説明をしてもらいます。では、武田課長、よろし

くお願いいたします。 

○武田課長  資料に基づいて、イノベーション・エコシステムの現状と課題、認識を御

説明させていただきたいと思っています。 

 まず、近年の、岸田政権から石破政権に流れていく経済政策の確認です。左側、企業の

資産（構成比）を見てみると、国内は縮小し海外が増えていくという構造にあり、結果と

して、右側にありますとおり、経常利益や株価が上がれども賃金は上がらないという構図

がございます。 

 この中で、我々経産省としても、民間企業の設備投資をどんどん促して、その結果、賃

金の高い優良な雇用を大きく生み出す、それによって賃金を上げるということで、昨年は

５％を超える春闘の実現が行われており、今年はインフレに負けない賃上げに持っていけ

るかということが経済政策的なフォーカスになってございます。 

 ただ、その先、将来の飯のタネを生み出せているかということが論点になるわけですけ

れども、そこはやはりイノベーションにかかっているということで、我々の組織としても

イノベーション促進がミッションだということで、御議論いただきたいと考えてございま

す。 

 ついては、イノベーションの歴史を振り返ると、1950 年代から戦後、リニアモデルと

言われるような、国家が主導して科学を開発する時代から、1980 年代から、いわゆるイ

ノベーション・エコシステムの時代に入っていき、デジタル革命を経て、2020 年代をサ

マライズするとすれば、科学とビジネスが近接化する、科学の資本主義化と言えるような

状況があると思っていますし、それに伴って官民による重点投資が行われている。こうい

ったことを、米中対立も含めた国家間競争がドライブしているという状況認識でございま

す。 

 今申し上げたことを少しモデル化すると、国家・科学・技術・ビジネスというように展
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開していたリニアモデルの時代から、国家が科学にファンディングして技術が生まれて、

その後にビジネスで回っているエコシステムの時代から、さらには、国家のみならずビジ

ネスが、ある種、青田買い的に科学までも開拓していく時代だと思っています。 

 これを頭として少し整理してみると、これがなぜ起きているかということですが、我々

は科学の資本主義化と加速のメカニズムという説明をしていますけれども、やはり、デジ

タル革命があって、プラットフォーマーを含め勝者総取りの巨額資本の蓄積が行われ、そ

ういった資本が、さらなる勝者横断的なビジネスの開発をすると。具体的にはＡＩなどで

すけれども、そういったものがさらなる資本蓄積を行って他の領域の科学も開拓していく

という、スパイラル的な、科学の資本主義化と加速というものが起きているというように

認識しております。 

 ただ、この認識は、我々だけではなくて世界中が理解をしているということだと考えて

いますので、世界中が近年、分野をフォーカスして重点的な取組を行っていると理解して

います。米中は巨大な国なので、総花的に全ての分野をフォローするようなことができて

いるわけですけれども、イギリスから韓国みたいな、私どもも含めて中進国は、自分たち

にとって重要なフォーカス分野を決めて重点投資をしているということだと理解をしてい

ます。 

 例えば、韓国。一番ラディカルというかエッジなやり方をしている韓国について言えば、

国家戦略技術 12 分野といったものを決めて、重点的な支援、投資を、設備投資から研究

開発、人材育成まで横断的にやっている点が特徴的だと思っています。 

 また、近年の特徴として科学の開拓も、非常に初期の段階から標準を国家戦略として推

進すると。将来のマーケット化、市場化を念頭に、欧州であれ、米国であれ、中国であれ、

標準化に熱心に取り組んでいるということが特徴だと思っています。 

 また、知財、特許という観点から言うと、国対国、企業対企業ということもさりながら、

越境データ、国を越えたデータ流通が増えているし、それがＡＩの発達も促しているとい

う観点から、今後様々な追加的な対応が必要になってくると考えてございます。 

 今、科学の資本主義化ということで、科学とビジネスの近接化ということを繰り返し申

し上げたわけですけれども、科学の現状ということで、例えば、論文数という意味で確認

をしたいというのが 13 ページ目の資料でございます。 

 一番左の論文総数を御覧いただくと、日本はドイツ、イギリス並みになるわけですけれ

ども、真ん中のところでトップ 10％の補正論文数の観点で行くと、英独にかなり水をあ
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けられるのみならず、人口 4,000 万人のカナダにも劣後している状況にございます。 

 さらに、一番右側、アジア・オセアニアに限って描いてみたということですけれども、

オーストラリアに 10 年ぐらい前に追い抜かれ、韓国には３～４年前に追い抜かれている

という状況。さらには、シンガポールや台湾、マレーシアやベトナムといったＡＳＥＡＮ

各国なども科学的に伸びているという状況が見て取れます。 

 その結果も含めて、大学ランキングなどを見てみますと、右側はＱＳランキングですけ

れども、一番上にシンガポール国立大学があることもさることながら、メルボルン大学を

筆頭とするオーストラリア勢が伸長していることや、31 位のソウル大学を中心としたＳ

ＫＹと呼ばれるような韓国の大学、さらには、マラヤ大学などのようなマレーシアの大学

なども伸びてきている。こういう状況かと考えています。 

 こういったところは安全保障コミュニティからも注目されているところがありまして、

これはオーストラリアのシンクタンク、ＡＳＰＩがアメリカ国務省などのファンディング

を受けながら行った調査ですけれども、過去 21 年分の 680 万件の引用上位 10％論文がど

の国から出てきているのか分析したデータですけれども、①米中バランスが逆転している、

かつてアメリカが圧倒的だったものが今やもう中国が圧倒的になっているということが、

このレポートの最も言いたいことであります。③のところで、アジアにおいては韓国が科

学的に伸びている、日本と韓国の立場が逆転しているというようなことが強調されている

点が我々としても気になっている点でございます。 

 このページは、かつて日本が強かった 32 分野、今でも強い８分野ということで、マテ

リアルの半導体関連、遺伝子工学関連、物理学系の原子力や量子が強いということになっ

てございます。 

 研究のネットワークのグローバル化という観点も重要だと思っています。この 20 年ぐ

らいで国際共著論文が爆発的に増えているということですけれども、日本は必ずしもそれ

についていけていない面があって、アメリカとの共著論文という意味でも十分下げている

と言わざるを得ないと考えています。 

 また、科学もグローバル化が進む中で、地政学的な位置がえして？いるというように理

解していまして、左側にありますとおり、かつて、みんなアメリカを引用していたものが、

中国を引用する固まりと、Ｇ７の中で引用し合う固まりと分かれているといったことであ

るとか、ヨーロッパの Horizon のように、科学のある種の同盟というか、囲い込みという

か、連携を深めることが進んでいて、ヨーロッパを中心にイスラエルとか、カナダ、ニュ
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ージーランドに展開するのみならず、韓国やシンガポールといったアジア勢も参加すると

いった傾向が見て取れています。 

 こういったグローバルなトレンドを踏まえながら、我々がどう議論していくかというこ

とですけれども、いろいろなフレームワークがあります。かつて我々経産省もいろいろな

フレームワークを使って議論してきているのですけれども、今回は、今申し上げたような

問題意識から、科学を中心とした物の見方をしたいと思っていまして、真ん中に基礎研究

を置きながら、それがグローバル市場を取りに行くといったときに２つのチャネルがある

と。それは、大企業、中堅企業、中小企業といった既存の企業のチャネルを経由すること

ももちろんあるし、大学発スタートアップなどを含めたスタートアップを経由することも

もちろんあることだし、さらに言えば、関係性、参加型連携やオープンイノベーションと

いったことも議論していきたいと思っています。 

 まず大企業です。我が国が非常に恵まれていると思うのは、多数の大企業が都市部に集

積してエコシステムを構築している点は非常に重要だと考えてございます。実際、研究費

を見ても、対ＧＤＰ比では非常に高い水準を維持していることと、他方で、韓国なりの国

が非常に急速に伸びていることであるとか、人口 100 万人当たりの博士号取得者が伸びて

いない、研究者も増えていないといった点が気になる点ではあります。 

 もう一個の点は、大企業の研究開発の質的変化という点で、10 年前、過去との近似性

が高い、逆に言えばあまり変わっていない点であるとか、科学論文を引用したものが少な

いといった点が指摘されてございます。 

 こういったマクロなトレンドの中で、企業は研究開発体制もグローバル化していると。

これについては非常に望ましい、すばらしいことだと思う一方で、日本企業だからといっ

て日本列島を選んでもらえるということは過信できる状況ではないと思っていますので、

我々日本政府としても気を引き締めてやっていきたいと思っていますし、他方で、諸外国

から、日本で研究開発拠点をつくるというような動きも出てきていまして、こういった動

きもしっかりと支援していきたいと思っています。 

 ただ、インアウトが両方ある中で、例えば、貿易サービス収支の研究開発サービス収支

を御覧いただくと、左のようにマイナス２兆円ぐらいまで膨らんでいて増加傾向にあると

いうこともあり、ますます日本列島が研究開発、科学の拠点として選ばれるように努力し

ていきたいと考えています。 

 スタートアップです。近年、スタートアップが非常に伸びてきていて、ユニコーンも増
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えるということですばらしいと思っています。かつ、大学発スタートアップも増えていま

す。ＩＴであるとかバイオ系を中心に増えてございます。他方で、課題は、やはり海外か

らのスタートアップの投資額が依然として非常に少ないということで、この表を御覧いた

だいても分かるとおり 90％近く国内からのファイナンスということで、海外のベンチャ

ーキャピタルやエンジェルといった投資をどう呼び込んでいけるかが重要な論点だと思っ

ています。 

 幸い近年、日本スタートアップマーケットがほかに比べてベタであるといったことも含

めて、日本に関心を持っていただいているベンチャーキャピタルや投資家が増えてござい

ます。こういった動きをより大きく太く育てていくことが非常に重要だと思ってございま

す。 

 国内については、やはりＶＣのファンド規模が小さい、成長段階の資金供給が不足して

いるといった点が課題だと考えています。また、その Exit については、Ｍ＆Ａが少ない、

ＩＰＯ偏重だという構造は残念ながら改善できておりませんで、ここがまだまだこれから

の課題だと考えてございます。 

 世界的に見ても、ディープテック投資がスタートアップの領域においても増えているも

のですから、ここを日本も負けじと増やしたいということを考えてございます。 

 事業会社とのスタートアップの連携について言うと、ＣＶＣ投資が非常に膨らんでいて、

この 10 年で、かつては８つしかなかったものが 182 まで増えていますし、金額的にも、

スタートアップ投資の中で水色の事業法人系というのは非常に大きなポーションを占めて

いて、かつ、内容として見ても、例えばＫＤＤＩさんのような新しい分野に投資する方も

おられれば、三菱銀行のように FinTech に集中して本業の改革につなげるといったものも

あり、多様化かつ成熟していると考えていまして、非常に成長が著しいと思っています。 

 他方で、グローバルなＣＶＣマーケットとは、ある種、隔絶されている面があり、海外

で活躍している日本のＣＶＣであるとか海外のＣＶＣが国内の企業に投資いただけるよう

な環境を整えていくことが重要だと考えています。 

 産官学連携については、複雑な図を書いていますけれども、かつては大学と企業が共同

研究といったものを中心に関係していたものが、２つ大きな変化があったと思っていまし

て、まずは、大学がスタートアップを経由して協力することができる点、また、海外の企

業や海外のＶＣなどとも直接的な連携ができるという時代に入ってきているので、この２

点を大きな変化と捉えて、今後の産官学連携の充実についても議論していきたいと考えて
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ございます。 

 産学連携の現状を見ますと、例えば、左のところで、日本企業の高等教育機関への支出

を比率で見ると、例えばアメリカが 5.1％、イギリスが 9.3％、韓国が 14.1％などという

数字を見ると、日本 3.2 というのはまだ小さいのかなと考えておりますし、右側を御覧い

ただいて、日米の大学のパフォーマンスを見てみると、特許のライセンス収入が著しく小

さいといった点が気になる点かと考えてございます。 

 グローバルな研究マネー、タレントを取れているかという意味については、左側を見ま

すと、獲得している研究開発の実績及び比率という観点からも極東３か国は小さい。その

中でも日本は韓国よりも小さいというような状況になってございます。 

 また、研究者の流出入率という意味では、入りも出も少ないということで、上の流入も

下の流出も少ないということで、ここも改善ができるのではないかと考えてございます。 

 ただ、こういった国際化とかオープン化といったことを考えていくと、必然的に、研究

セキュリティ、インテグリティといった点もしっかりやらなければいけないということで、

これもしっかり検討したいと考えてございます。 

 最後に、マーケットとの関係でございます。大企業を中心に、上場市場は特にそうだと

思いますけれども、やはり、投資家との関係で中長期の、うまくいくかどうか分からない

難しい研究開発をどうやるかということが、いずれの企業でも課題になっていると我々は

認識しております。他方で、これはアンケートですけれども、投資家が聞きたい内容とい

うのは、実は技術に対してが一番大きく、逆に企業がアピールしたい項目という右側を御

覧いただくと、技術のプライオリティが低いということで、もしかしたら情報のミスマッ

チが起きているということかもしれないと考えてございます。 

 例えば、アメリカや欧州の例ということで、アメリカの３Ｍなどというのは、上から４

列目ですけれども、15％を基礎研究に充てるというようなことをアピールをしてみたりで

あるとか、ドイツの Siemens などというのは、キャピタライゼーションの中で、研究開発、

企業買収、設備投資、自社株買い、配当といったものを全部、総合的に捉えて、研究開発

投資が一番大きいということをうまくアピールしている点がおもしろいなとも考えていま

す。 

 また、それを評価する投資家側にも、アメリカ、例えばフィデリティの例などを見てみ

ますと、テクノロジーファンドがあり、そこには当たり前のようにＭＩＴの博士を持って

いる方がＣＩＯを務めるというようなことがあって、金融業界のサイエンスリテラシーも
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高いという点があるのかと思っています。 

 こういった点を含めてサマライズしますと、①論点でございます。今回の審議会で御議

論いただきたい論点でございますけれども、科学とビジネスが近接化し、科学が資本主義

化する時代にあって、イノベーション・エコシステムのグローバル化が進む中で、世界か

ら科学、タレント、マネーが集まる構造をつくり、日本でのイノベーションを促進するた

めにはどんな政策が必要かということが１点。 

 ②としては、各国が重点科学領域に集中投資する中で、フロンティア領域の探索・育成

にどのように取り組むべきか。標準政策の果たすべき役割はどうあるべきか。 

 ③としては、日本の強みである大企業群のイノベーションのポテンシャルを最大化する

ために我々政府は何をすべきなのか。市場との対話の在り方はどう考えるべきなのか。 

 ④として、フロンティア領域における重要なプレイヤーとしてスタートアップの育成、

スケールアップのために何が必要か。 

 最後に、イノベーション・エコシステムがグローバル化して、スタートアップが重要な

位置を占める時代にあって、産官学連携、オープンイノベーションを一層促進するために

何が必要か。オープン性と経済安全保障をどのように両立していくか。こういった論点を、

今後数か月かけて御議論いただければありがたいと考えてございます。 

 本日御議論いただきたい事項としては２点ございます。本小委員会での検討に当たって

の問題意識や課題認識について。 

 もう一個、③、今後検討すべき論点について、追加すべき事項等があれば、ぜひおっし

ゃっていただければと思います。 

 一旦、１つ目のプレゼンテーションは以上になります。 

 もう一点、報告事項がございまして、フロンティア領域の考え方を説明させていただき

たいと思います。これは、去年の夏まで行われていた前回のイノベーション小委員会の中

で、フロンティア領域の探索と育成をしっかりやる、どういうやり方をするか整理してよ

ということが宿題として残っておりました。 

 そこで、我々は整理・検討を進めてきておりまして、ここにありますとおり、科学とビ

ジネスが近接化する時代にあって、フロンティア領域の探索と育成は重要である、しっか

りやるということだと思っています。その際、下にありますとおり、成長性や社会課題を

含めた将来性、日本の優位性、技術・アイデアの革新性、民間のみで取り組む困難性、重

要経済安保技術といった５つの観点から絞り込んでいこうと考えてございます。 
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 その際、トップダウンのアプローチとボトムアップのアプローチの両方が重要だと考え

ております。特許、論文等のマクロデータから得られるトップダウンの視点と、現場――

我々で言えばＮＥＤＯのＴＳＣであるとか、産総研、特許庁、大学、我々現業原課、海外

政府、そういった方々から集まってくるボトムアップの情報の両方を突合して、しっかり

経産省としてのフロンティア領域の認識を持ちたいと考えてございます。 

 見つけたフロンティア領域については、育成を段階的にやっていく、いろいろな失敗を

恐れずに、様々なアイデアを試せるチャレンジ予算を拡張していき、例えば、今の量子の

ように重点化して飛躍させていくようなことを考える飛躍予算、基幹産業化といった３レ

イヤーで探索、育成をやっていきたいと考えてございます。 

 長くなってすみませんけれども、以上になります。 

○染谷委員長  ありがとうございました。それでは、これより討議に移りたいと思いま

す。発言は挙手制とさせていただきます。オンラインでの参加者の皆様は Teams 会議の挙

手ボタンを、経済産業省にて対面にて参加の皆様はその場で挙手をいただきますようお願

いいたします。 

 また、一巡目については、まず委員各位から簡単な自己紹介と御発言を各５分程度でい

ただき、その後、時間の許す限り、委員各位から２回目の発言、またはオブザーバーの方

で御発言を御希望の方に御発言いただきたいと思います。 

 なお、ハイブリッド方式での開催ということで、工夫しながら議事の進行をいたします。

委員の皆様の御理解と御協力のほど、よろしくお願いいたします。それでは、御意見をお

伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。それでは、高橋委員が 10 時半までという

ことで、まず御発言いただけますでしょうか。 

○高橋委員  高橋です。私は、大学発のスタートアップの立場で参加しておりまして、

もともと大学で研究していた研究内容をいかして起業して、Exit して、また再度起業し

てという大学発のスタートアップのシリアルアントレプレナーなのですけれども、様々な

大学のスタートアップ施策にも関わらせていただいている立場でございます。 

 その立場から申し上げますと、本日の御説明の中でも大学発のスタートアップが増えて

いるとはいえ、やはり、海外と比べると少ないという状況で、それをどうしていくかとい

う課題があるかと思います。その課題は皆さん認識しているとは思うのですけれども、で

は、限られたリソースの中で、では、今後何に重きを置いていくのかという皆さんが持っ

ている共通の道しるべがない状況なのが一番問題だと思っています。 
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 ですので、今後の委員会で具体的な議論が進んでいくと思うのですけれども、ＫＰＩを

何にするのか。大学発スタートアップの数にするのか、資金調達額にするのか、ＩＰＯや

Exit の数にするのか、何を目指すのかを明確にして各ステークホルダー、つまり大学の

教員や経営側、投資家、大企業やＣＶＣ、起業家など全てに、我々はこの指標を追うので

すという目線合わせをこの委員会で立ち上げるということを御提案したいと思います。 

 また、その指標を立ち上げたその先には、場合によっては、その指標につながるような

施策を優遇していくなどの措置も有効だと思いますので、何を追っていくのかというとこ

ろを明確に立ち上げていくという議論をこの先、進めていければいいのかなと考えており

ます。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。それでは、ほかの委員の方から御発言をお願い

いたします。では、清水委員、お願いいたします。 

○清水委員  早稲田大学の清水です。私は経営学の立場からイノベーションを研究させ

ていただいております。２点ありまして、１点目は論文数。日本の大学問わず、論文数が

グローバルに減っている、特にインパクトの高いものが減っているという観点ですけれど

も、これはすごく重要な論点になると思っています。ただ、大学だけではなくて、企業の

研究開発力という観点から見たときにも相当減っているのではないかと思います。 

 ですので、20 ページ目のスライドのところにあった、基礎研究が行うところ、国、大

学、国研というように書いていましたけれども、企業の基礎研究の力も促進していくのが

大切ではないかと思っています。 

 なぜならば、オープンイノベーションの時代だと言われていますけれども、企業の基礎

研究力が減ってくると企業の吸収能力が下がってくるということが確認されています。と

いうことは、自社でしっかり研究開発をしていないと、オープンイノベーションをやろう

と思っても、どこと組めばいいのかもよく分からないし、よく分からなくなってくると、

今一般的に有望だと思われている技術を高い価格で買ってくることになりますから、あま

り意味がないと思いますので、企業の基礎研究の力はすごく重要だと思います。 

 また、スピンアウトを考えても、アメリカでもここから、企業からのスピンアウトのパ

フォーマンスがすごく高いということも分かっていますから、繰り返しですが、企業の基

礎研究の力をいかに上げていくのかということも１つ大きな論点だと思います。 

 ２点目は、フロンティア領域の考え方です。何がフロンティアなのかは、日本だけでは
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もちろん決まらなくて、海外の動向を見て、海外がどこをやるからということによっても

フロンティアが決まってくると思います。もう少し言えば、フロンティア領域は当然、そ

こでグローバルに競争が激しくなるわけですから、その競争を見越した上で日本はどこに

資源を充てていくのか。もしかしたら、そこに突っ込んでいくのがいいわけではないかも

しれません。それと、補完的な製品なりサービスを生み出せるような研究開発をしていく

のがいいのかもしれません。その点も、フロンティア領域を考える上で、もう少し、戦略

的にここを考えていくことがすごく重要になってくるのではないかと思います。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。企業の基礎研究力並びにフロンティア領域、ど

こに資金を投入していくのか。先ほど高橋委員から、限られたリソースの中、ＫＰＩをど

うするのかということに通ずる御発言だったと思いました。 

 それでは、ほかに御発言いかがでしょうか。よろしくお願いします。 

○西澤委員  日立製作所の西澤でございます。本イノベーション小委員会で発言する機

会をいただきまして、どうもありがとうございます。弊社は、「優れた自主技術・製品の

開発を通じて社会に貢献する」を企業理念といたしまして、これまでもイノベーション創

出を重要視してきています。過去 10 年間を振り返りますと、多くの事業の入替えを行っ

てまいりましたけれども、イノベーション創出の観点では 2016 年、東京大学、京都大学

といったところにエンベデッドラボをつくりまして、組織対組織の大学連携を開始してお

ります。 

 また 2019 年にはコーポレートベンチャリングを設立するなどして、オープンイノベー

ションを進めてきました。構造改革が一段落いたしました 2022 年－2024 年の中期経営計

画では弊社小島社長の下、オーガニックな成長に取り組みまして、研究開発においても現

事業を強くする研究開発だけではなくて、将来の事業探索を目的にバックキャスト研究を

立ち上げて投資をしております。 

 また、我々研究開発の規模ですけれども、国内約 2,000 人、海外５極で約 300 人の規模

となっています。事業のグローバル展開が必須となってきておりまして、弊社の海外研究

開発拠点の活動の柱は、地域ごとのエコシステムに入ること、そして地域特有のソリュー

ション提供が主たる内容になっています。 

 先ほど申し上げましたバックキャスト型研究につきましては、主として日本を中心に行

っておりまして、ムーンショット型研究開発制度なども活用させていただいておりますけ
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れども、やはり魅力的なエコシステムを活用させていただくことが重要であると考えてい

ます。 

 このような研究開発のマネジメント経験を含めまして議論させていただきますと幸いで

す。提示いただいた論点については異存ございませんけれども、特に弊社として議論を深

めていただきたいポイントを幾つか述べさせていただきます。 

 まず、論点１に関係します科学技術政策全体については、小委員会を通じてフロンティ

ア領域、スタートアップ、税制などの政策の議論がなされると思っているのですけれども、

その政策を俯瞰的に捉えること、そして、政策の実行力とスピードが重要であると考えて

います。 

 まず、俯瞰的に捉えることにつきましては、研究開発投資のポートフォリオを国として

持っていることが大切ではないかということと、もう一つ、注力領域と自由な基礎研究の

バランス、短期と中長期のバランスのあるべき姿が必要ではないかと思います。そして、

実行力とスピードにつきましては、司令塔機能が重要ではないかと考えます。時間のかか

る研究もございますので、長期的な視点を持った司令塔を考えたときに、必要な機能、権

限、責任、設置場所などの設計をしていくことも必要ではないかと思います。 

 また、世界から科学、タレント、マネーが集まる構造については、海外の研究者や留学

生の受入れについての制度、環境整備面でどこまで手厚く支援できるかも重要になると思

います。留学生の環境整備などを大学が海外にしっかりプロモートしたほうがよいのでは

ないかと思います。そして、イノベーション促進のためにも、外国の方が日本国内で働く

環境をさらに改善していただけるとありがたいと思っています。 

 論点２のフロンティア領域につきましては、将来、社会実装をして価値が出るものが重

要であると思っています。弊社のバックキャスト研究におきましては、技術とビジネス両

方の視点で、時間軸の変化を見つつ、我々の会社の意思も入れ込んで領域を定めています。

領域選定に当たっては、日本の強みを生かした産業化になり得るかといった観点で分析を

強化いただきたいと思います。 

 標準化に関しては、私自身今年度、ＪＥＩＴＡの代表としてＪＩＳＣの委員も務めさせ

ていただいておりまして、日本型標準加速化モデルの議論にも加わっております。また、

弊社が産総研とラボをつくって取り組んでおりますサーキュラーエコノミーにおきまして

も標準化を１つのテーマとして置いております。 

 標準化は非常に重要だと思っています。今回の議論でも標準化人材の強化、企業が経営
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課題として標準化を位置づける方向づけも大切ではないかと思います。 

 論点３につきましては、例えば、フロンティア領域の策定に大企業の意見を吸い上げて

いただく、また、論点１にも通じるのですけれども、グローバルで活動する大企業は海外

人材も非常に多くおりますので、そのような人材が国内で働く環境整備もぜひ後押し願い

たいと思います。 

 論点４、５につきましては、エコシステムが重要と申し上げましたけれども、日本では

まだエコシステムが成熟していないという点は同感でございます。特にスタートアップに

つきまして、弊社は、北米ではボストン、シリコンバレー、欧州はミュンヘン、アジアは

インドにスタートアップ投資の専門家を置きまして、世界のスタートアップを探索、投資

をしております。しかしながら、現状は基本的に海外のスタートアップへの投資が中心に

なっておりまして、これは技術的には優劣はつきにくいものの、日本ではプロフェッショ

ナルレベルでのＶＣのエコシステム、ネットワークが分かりにくい状況にあるためと考え

ています。 

 例えば、海外のグローバルスタンダードの投資家から見たときに、日本のベンチャーエ

コシステムの何が課題かというような意見の吸い上げを行ってはいかがでしょうか。日本

のＣＶＣがグローバルレベルのプレイヤーになるストーリーが見えてくると、海外のＶＣ

から見ても魅力的なエコシステムになるのではないかと思います。 

 最後に、大学につきましては、弊社は、先ほど申し上げましたように東京大学、京都大

学、北海道大学ほかとの連携によって、社会課題解決に向けたビジョンドリブンの研究を

しているというタイプと、大学の研究シーズ・ベースのテクノロジードリブンタイプの連

携を進めさせていただいております。 

 前者は文理融合ですとか総合知の観点で、大学ごとに特徴ある取組になっているのです

けれども、この取組は一大学一企業の取組となっておりまして、ステークホルダーを増や

していく必要があると考えています。海外を見てみますと、人材の流動性が非常に高く、

自学以外のネットワークが非常に強いと感じています。産学の人材流動性も１つの観点で

はないかと思います。 

 また、大学の研究力そのものについても強化していただくのがいいと思っているのです

けれども、私どもが聞いているところによりますと、大学の研究者の皆様の時間が足りな

いですとか、自由な研究予算が少ない、もしくは競争的資金獲得に多くの時間を要するな

どの課題があると伺っています。 
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 大学改革については、もともとたくさん施策がある一方で、現状のリソースが限られて

いるのではないかと推測しておりまして、文科省の範疇も含めて施策を棚卸しして効果を

検証していただくのがよいのではないかと推察いたします。 

 最後、税制について申し上げますと、研究開発は時間と資金を要する長期的な取組です

ので、企業の研究開発投資マインドを後押しする研究開発税制の長期的な維持と安定性を

確保していただけると非常にありがたく存じます。こういうものがございますと、我々企

業は将来の研究開発計画を立案しやすくなりますし、持続的なイノベーション活動を展開

することが可能になると考えます。 

 以上です。 

○染谷委員長  多岐にわたる論点の御指摘、ありがとうございます。いずれも重要なも

のだと思いました。 

 そうしましたら、次に波多野委員、オンラインからよろしくお願いいたします。 

○波多野委員  東京科学大の波多野でございます。本日はオンラインで、前半だけにな

りますが、参加させていただきます。この委員会のゴールとして設定されています、日本

の次の飯のタネになるためのイノベーション促進、フロンティアの領域の探索というのが

私には直球で分かりやすく響くメッセージであり、議論が加速することを期待しています。 

 この議論にジョインする機会をいただきまして、ありがとうございました。また、私は

ＣＳＴＩの非常勤議員を兼任していまして、この委員会での議論が次の科学技術基本計画

に反映させて、産学官、そして省庁を超えた、さらに、国内外を超えたイノベーション・

エコシステムにつながればよいという期待を持って参加させていただいています。 

 国際情勢や社会構造の変化がこれだけ変わってきて、また、インフレの時代に突入して

いる中で、大学の知的アセットの有効活用によってイノベーション・エコシステム、そし

て新たな価値を創出するようなグローバルなイニシアチブが大学の立場としても、ＣＳＴ

Ｉの立場としても重要だと考えています。それは、日本国全体をもっとよくする、そして、

地方創生にも発展するというように思います。分野によって異なることを丁寧に分析する

必要がありますが、特に本日７ページの御説明にございましたとおり、基礎研究、科学・

サイエンスと社会実装の距離が近くなっているということを実感します。例えば私の専門

は量子技術ですが、国際的な共同研究を進める中で、またスタートアップによるエコシス

テムはもちろんのこと、大きな資本を持った企業へのアプローチもございます。その中で、

今後このイノベーションを生み出すための研究開発の在り方の議論は重要で、ＰＤＣＡサ
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イクルでは追い付かず、スピード感を持って効率的なイノベーションのモデルに転換して

いく必要性を感じています。 

 科学、基礎研究、応用研究、実用化、そして、そのビジネスの先にはイノベーション・

エコシステムにつなげないと、7 ページの図の出口の先にはイノベーション・エコシステ

ムの循環があると思います。そのエコシステムにビルトしていくということも論点と思い

ます。また、国際情勢、特に経済安全保障も担保した上でのイノベーション・エコシステ

ムの構築についても、この委員会で議論させていただきたく思います。 

私の現場感を申しますと、ちょうど、この科学大学になって、統合というショック療法

を今受けているような状況です。私としては、その違いが駆動力になって、もっと融合的

な研究が促進して、研究力の強化、そしてイノベーションにつながるという実感はしてい

ます。ですので、ここに様々なステークホルダー、産官学、そしてスタートアップも含め

て違いがある人がチームをつくって、ガバナンス改革をして、イノベーション・エコシス

テムを強力に進めていくことが重要だと思っています。 

 また学生のスタートアップ、大学発スタートアップが増加しており、旧東工大でも学生

の４割がスタートアップに興味があるというアンケート結果もございます。ディープテッ

ク系の大学発スタートアップがグローバルなイノベーション・エコシステムに組み込まれ

るようになるには、短中長期の環境を整える必要があり、特に海外ＶＣを引き付ける仕組

みや、大企業への M&A による発展が必要であり、日本全体で考えていかないといけないと

いうことがあるというようにも認識しています。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。それでは、たくさん重要な論点をいただきまし

たが、どんどん意見をお伺いしてまいりたいと思います。では、土居委員、お願いします。 

○土居委員  慶應義塾大学の土居でございます。今日はこのような形で議論に加わらせ

ていただきましてありがとうございます。 

 私の専門は、経済学の中でも財政、公共経済学であります。イノベーションに関しては、

税財政の面からの視点で、第三者的に観察させていただいているというような感じであり

ます。私自身がイノベーターであるわけでもないですし、私自身がイノベーションを手が

けているわけでもありませんけれども、政策論の立場から日頃議論させていただいている

と思います。 

 それで、私自身が感じているところを今日は率直に申し上げたいと思うのですけれども、
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イノベーションを促す政策は大変重要で、私もその必要性を高く、必要だと感じておりま

すし、さらには、そのための政策の企画にも今まで何らかの形で、政府の会議とかで関わ

らせていただいています。 

 ただ、アンビバレンスなところがあると日頃思っています。それは、民間の力でどこま

でできるかというところについて、2010 年代を通じて、このコロナ禍を経て、政府が関

与する度合いが高まっているという気がしています。もちろん、政府が必要な関与は必要

な関与として積極的にしていくべきなのですけれども、この議論のバックグラウンドもそ

うだと思うのですけれども、政府がどういう形で関わるのがよいかとか、どこまで関与す

るのが必要なのか等というところについての整理が残念ながら必ずしもできていなくて、

先ほど御紹介があったような、欧米では政府ががんがん関与しているぞという話になって

いて、日本も欧米のように、同じ形で関与すればいいのかとなると、やはり、タックスペ

イヤーズマネーというのは相当うるさいお金なので、お金の出し手である日本の納税者が

納得できるような形でお金を投じないと政府の関与が国民にも支持されないし、お金を投

じたところでもうまくいかないかもしれない。そういうことで悩ましいなと思っていると

いうことです。 

 税と予算措置とは２つに分けてお話をしたいと思うのですけれども、税制について、私

はむしろ積極的に肯定してきた側で、先日来はイノベーションボックス税制も成立しまし

たし、そういう意味で、むしろ企業が税制によってイノベーションが促されるというイン

センティブがあるとすれば、むしろそれは積極的に活用するべきだという立場で、税制に

ついてはむしろ、かなり手放しに肯定しているという立場です。まだまだ足りないならば

もっと工夫した、様々な研究開発なりイノベーションを促すような税制というのを適用拡

大していくなり、新たな仕組みをつくるなり、そういうことをしていくのがいいのではな

いかと考えている立場です。 

 なぜそう申し上げるかというと、利潤動機と合致するということですね。法人税を払う

ということは、その裏側で利益が上がっているということであり、利益が上がるのだけれ

ども、イノベーションに一生懸命コストをかけてきた、研究開発にコストをかけてきたと

いうことであれば、そのコストを、税引き後利益を計上する前の段階で法人税でその分減

税して、それで税引き後の利益が増えることになるということを予見可能な形で示してい

くことを通じて、企業があえて研究開発なりイノベーションにコストをかけて、そして利

益を上げて、法人税の税負担を軽くしてもらって、税引き後利益が多くなるという極めて
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好循環がここで築かれるというところがあると。 

 それに対して予算措置という話になると、諸手を挙げて肯定的とは言えなくなってしま

うというところが今の日本の状態かなと思っております。私も科学技術予算の議論をする

政府の会議に幾つか関わらせていただいていて、その中で悪く思う――つまり、全てがそ

うだと言いたいわけではないのですけれども、評判が悪い部分だけを、あえてここで申し

上げると、悪平等でかなりメリハリをつけずに満遍なく出してしまっているのではないか

と。もちろん、それは全てにおいて駄目だというわけではないのだけれども、必ずしもイ

ノベーションを促進するということとつながらないような予算の配分を、メリハリをつけ

ずに出してしまっているのではないかという評判があると。事実は現場にあるわけですけ

れども、そういう評判がある。 

 ターゲッティングポリシーという、予算を投じる、投入先を政府なり役所が選ぶという

ことで果たしてうまくいくのだろうかということについて懐疑的に思っている経済学者も

ままいて、これは多分に、1990 年代後半から 2000 年代前半辺りにそういう議論があって、

そういうターゲットを絞るということを政府側からするのではなくて、それは民間が自発

的に行動した結果として、それを政府が支援するべきではないかと。今もなおそのように

考えておられる方々もいらっしゃる。冒頭申し上げましたように、民間がリスクを取らな

いということで、いつまでも政府に依存し過ぎた状態が続いているのではないかと思って

いる人もいたりする。 

 これが全て正しいということを申し上げているわけではなくて、科学技術予算とかイノ

ベーションを支援する予算の中で、もっと出せ、もっと出したほうがいいのではないかと

いうことに必ずしもなっていない議論の展開の裏側には、そういうところがあって、もし、

この悪い評判をこの会議で払拭できるようなことがあれば、むしろ、今後はそういう予算

措置についてのネガティブな部分が払拭されて、もっと積極的に賛同してくれる人が増え

るというようなことが期待できるのではないかなと思いまして。今私が申し上げたことを

払拭できるような議論が、この会議でできると私としてもいいかなと思います。 

 その 1 つ、参考例と言ってもいいのではないかと私が思っているのは、先般決まりまし

たＡＩ・半導体産業基盤強化フレームが１つの、今後のいい前例になるのかなと。もちろ

ん、これが完全に動き出してはいませんけれども、ああいうフレームをつくることを通じ

て、何を目指そうとして、どういう形で財源を集めて、どういうところにお金を投じてい

こうとしているのか、あらかじめ示した上でこれから臨んでいくというようなやり方。 
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 このフレームについては、今のところ、予算に関連して議論をする、科学技術予算絡み

で議論をする人たちの中では悪く言う人はあまりいないという感じはしていて、ぜひ、こ

のいい評判を、その評判どおりに実現していただきたいと期待しているわけですけれども、

今の話は、ＡＩ、半導体に限っているわけですけれども、ＡＩ、半導体以外のイノベーシ

ョンの分野においても似たようなフレームをつくるなり、説得的な政策立案と、それを支

える財源確保と投資先、出資先、そういうところを上手にやっていく必要があるかなと思

います。 

 最後に、予算措置の話をしましたけれども、必ずしも予算措置を政府が多額に投じるこ

とがよくないと言っているわけではなくて、正当性が経済学的にも裏づけられる部分があ

るのではないかと思っているのは、いわゆる、費用逓減産業ですね。厳密に言うと、経済

学の専門用語で劣加法性と言うのです。つまり、複数の会社が競争して生産するときのコ

ストよりも、１社で独占的に生産したコストのほうが安いというような産業構造。 

 その裏側にあるのは、一番平たく言えば初期投資が巨額で、投資回収をするには相当大

量生産をしないといけないということになると、複数の会社で生産をしていると費用が割

高になってしまう。むしろ１社で生産したほうがいいという。 

 だけれども、ここでの議論では自然独占として１社に独占させるのだということが強調

されるべきところではなくて、むしろ、初期投資が巨額であって民間だけでは賄い切れな

いという場合に政府が予算措置などを通じて支援して、まずはテイクオフしてもらって、

そこから次なるステップに民間企業が飛躍してもらうという最初のところで支援するとい

うことを正当化することは、あり得ることなのかと思うわけでありまして、そういうロジ

ックも使いながら、どういう形でイノベーションを支援できるかが議論できればと思いま

す。 

 私からは以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。税制予算措置、政府がどこまで関与すべきかと

いう論点で御発言をいただきました。それでは、ほかにいかがでございましょうか。では、

井上委員、お願いいたします。 

○井上委員  本日は、このような貴重な場にお呼びいただきまして、ありがとうござい

ます。私は 2006 年以降、18 年間ずっと投資会社で仕事をしてきております。最初はバイ

アウトファンドで製薬会社をバイアウトしまして、その後、政府系の投資会社に行き、そ

の傘下で医療機器に特化したベンチャーキャピタルを立ち上げて、投資活動をした後、直
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近６年間はオムロンでのＣＶＣの代表を務めてきております。 

 このたび、より一層、ヘルスケアの領域を広く投資していくためのファンドを昨年より

立ち上げているところでございます。投資家としてスタートアップ等々を育成してきた立

場でお話しできればと思います。 

 歴史をひもとくと、米国は 1980 年にバイドール法ができて、その後、いろいろ専門Ｖ

Ｃができ、エコシステムが発展したと思います。 

 近年、日本でのスタートアップに対するＭ＆Ａが非常に少ないということで、32 ペー

ジのような数字もよく見るかなと思います。ただ、米国でも最初からＭ＆Ａがすごく盛ん

だったわけではなくて、当初はほとんどがＩＰＯだったところが、数十年かけてＭ＆Ａが

かなり盛んになってきて、今は Exit がほとんどがＭ＆Ａという状況になってきていると

理解しております。 

 日本でも、2000 年にバイドール法ができて、大学発のベンチャーなども、この 10 数年

で相当数が多くなってきておりますけれども、今まさに、大企業がこういうスタートアッ

プ育成であったり、エコシステムの中にもっと深く入ることによって、このエコシステム

がもっと深くなっていくのではないか、そういうタイミングに来ているのではないかと、

この全体の歴史を見ているとすごく感じるところです。 

 その中で、さらに深めていくために必要な要素として、過去の経験から私自身が思うポ

イントを３点ぐらいお伝えできればと思います。１点目が、スタートアップ、大企業、研

究機関等々の役割分担、改めて認識する必要があるタイミングに今あるのではないかと思

っております。 

 やはり、事業資産のしっかりある、スケールさせるところができる大企業というのは、

まさに、そこを生かして、このエコシステムの中に入ってきていただきたいなと思います

し、スタートアップでやったほうがいいもの、大企業でやったほうがいいもの、研究機関

から技術移転したほうがいいものというのも、かなり理解が深まってきたタイミングでは

ないかと思います。そういった部分での役割分担を改めて認識するとともに、せっかくス

タートアップでたくさんの、いい治療機器などができてきても、日本で、ではそこを売却

してスケールアップしていくという大企業はそこまで多くない。 

 そうすると、やはり、政策の観点では、フロンティア領域と特定したものは一気通貫し

てスタートアップも、研究機関も、大企業も、それぞれを支援していくことが必要なので

はないかなと。ここが１点目。 
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 ２点目は、産学連携であったり、オープンイノベーション、ＣＶＣ、本当にたくさんで

きるようになってきていると思いますが、改めて、今のタイミングは、このつないでいく

人材というものに求められるものが少し変わってきているのではないかなと。これは、グ

ローバルマーケット――グローバル市場を最初から目指したほうがいいものと、そうでは

ないものもかなり明確になってきていると思いますが、グローバルマーケットを目指して

いくべきものについては、やはりグローバル人材が必要ですし、ここはベンチャーキャピ

タル、各国ローカルなマーケットということで、グローバルでの経験がある方が必ずしも

多いわけではないため、ぜひ拡充していければいいなと思っております。 

 ３点目は、やはり海外の投資家の資金を国内市場にもっと引き入れたい。ここを考える

と、実効性がある政策として税制面を考えていくことが重要ではないかと思います。この

辺をより拡充していけると日本のグロース市場、ＩＰＯ後も小さくとどまりがちとよく言

われていますが、大きく変えていくことができるのではないかと思っております。 

 以上でございます。 

○染谷委員長  ありがとうございます。では、安部委員、お願いいたします。 

○安部委員  初めまして。ソニーグループから参りました。私の専門が組織、人材、企

業文化という領域になりますので、そういう切り口で、思うところを述べさせていただき

ます。 

 この委員会が目指すテーマを、国全体の成長のために、日本の強みである技術力をイノ

ベーションに繋げて活用することがコアになる、という仮説に置いた場合、ここ 20 年近

く弊社ソニーがたどってきた歴史に通じるところが多いと感じています。 

 ７ページのチャートに関連しますが、ソニーはかつて、社内で様々な技術を極め、それ

を世界初の製品と言う形にして次々と世の中に出しながら成長し続けて来ました。基礎技

術から一気通貫で応用開発に繋げ、それを製品と言う形で価値化し、ビジネスとして世界

に展開していくという従来のモデルが通用しなくなる中、この 20 年の間に大きな事業構

成の変革を進めて参りました。 

 そういう経験を踏まえ、僭越ながらソニーは、日本が直面する課題の縮図のような環境

を通り抜けてきたとも言えると感じています。我々の取り組みを 7 ページのモデルを当て

はめると、「科学」とは、いわゆる要素技術開発で、これは中長期的な研究開発投資を元

に、その企業ならではの独自の技術を開発していく。「技術」というのは応用開発、実装

化と言え、要素技術をどう製品化、価値化していくかということ。 
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 最終的に、企業が技術をどう価値化するかがビジネス、だとすると、かつてのリニアに

プロセスを進めて行くモデルが通用しなくなる中、自社で要素技術開発から、それを実装

化して製品あるいは何らかの形で価値化してお客様に届けることを全て１社内でやってい

く時代ではなく、これを社会全体でどう分担していくかが今後の鍵ではないかと考えます。 

 先ほど井上さんがおっしゃられた通り、企業はもはや自社内に留まらず、さまざまな組

織が強みとするところを正しく評価し、（いわゆるオープンイノベーションだと思います

が）互いが強みとするところを積極的に活用しつつ、協働体制を取っていくことが今後の

我々にとって重要なテーマになっていると感じています。 

 リーマンショック後、巨額の損失を出して、かつてのモデルが通用しなくなったという

現実に直面し、弊社内の事業のウェイトを根本的に見直し、かつての研究開発投資、設備

投資が軸という資本投下の優先度を変えて来ました。今は６つの事業のうち３つがコンテ

ンツを軸とし、技術力の追求やハードウエアを軸とする事業は半導体とエレクトロニクス

になっています。 

 それぞれがかなり異なる事業なので、同じモデルがそのまま一律に通用するわけではな

いのですが、スピードを求められるビジネスに関しては、むしろ、要素技術や実装、或い

はそれに通じるコンピテンスを持っている外部の組織と組む、或いはＭ＆Ａで、そういう

強みを持っている企業を買収するということを積極的に進めています。 

 一方、半導体事業では、要素技術をしっかり自社内で強みとして持ち続け、その中でも

イメージセンサーをコア領域として捉え、そこに集中して継続的に投資しています。 

 このように、事業によって、技術やコンテンツ IP と言ったコアコンピテンスを価値化

していくモデルが、随分異なっていると感じます。厳しい時代を経て、今このような事業

展開をしていることを考えると、先ほど武田課長がおっしゃられたように、科学の資本主

義化、まさに、それが我々の日々にも当てはまると思っています。 

 弊社の purpose は「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」

です。技術力というのは手段であって目的ではないという前提に立ったときに、一番強み

とする技術力を持っている方々とどう組むか。あるいはどのような取り組み方をするか、

あらゆるオプションを視野に入れたオープンな発想がますます求められている気がします。 

 要素技術に関しては、研究所や大学など深化を追求する組織に期待し、そう言った組織

と共同研究に留まらない連携の仕方を模索しています。技術を価値化すると言う実装技術

に関しては、先ほど申し上げたＭ＆Ａを積極的に展開しており、例えばエレクトロニクス
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事業の領域では、最近イメージキャプチャー（画像取得）をした後の価値化の新しい展開

として、スポーツの計測など新たな領域の事業体を積極的に買収しています。 

 買収企業は海外の企業が多く、もっと国内でスタートアップで、要素技術を実装化して

いく例が多く出てくると、買収対象として検討の対象に入ってくると思います。国内の大

学や研究所など、要素技術に関しては、御一緒させていただく中で、まだ日本の強みを感

じますので、それぞれの組織に応じ、一層それを深化させる支援が私としてはこれから妥

当なのではないかなと。 

 井上さんがおっしゃった通り、法人ごとの役割を明確にした上で、その役割に応じた支

援、即ち税制支援を含めた経済的な支援、或いは人的な支援などをしっかりと進めていく。

事業は事業で株主に向き合って企業価値を上げ続けることが求められる中、株主に技術に

関する関心はあるものの、研究開発投資が必ずしもそのまま企業価値の成長に直結すると

は限らない経営環境下では、その規模や金額が必ずしも主な関心事と言う印象を受けませ

ん。むしろ技術がソニーの競争力なのであれば、それをどう可視化するか、どの技術領域

が今後の成長を牽引するか、と言うことに皆さんの関心が高く、外部と一緒に組むことや

買収することなど、手段は問わずに企業価値をいかに上げていくかということに主要な関

心が高まっていると感じます。スピードが非常に速くなる一方ですので、役割分担という

モデルがより求められてくるのではないかと感じております。 

 論点に関しては違和感ありませんので、この委員会を通して皆さんといろいろな議論を

させていただければと思っております。 

 以上です。 

○染谷委員長  安部委員、ありがとうございます。それでは、倉田委員、お願いいたし

ます。 

○倉田委員  今日はどうもありがとうございます。ＡＧＣの倉田です。私たちは素材メ

ーカーで、日本が強いと言われる素材をさらに世界に必要とされる商品にするために日々

奮闘しています。 

 当社の戦略の一つに「Innovation & Operational Excellence」というものを掲げてお

ります。どんなに良い商品を作って、その Operation を追求し、進化させていく。ただ近

年はそれだけでは勝てないことも多く、いかに Innovation を加えていくかが、非常に重

要な鍵になってきていると思います。そのためには、新たな知を入れ込む、オープンイノ

ベーションが必須となり、様々な方法で展開しております。さらに、必要とされる商品に
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対する要求スピードが、非常に速く、競争環境も厳しくなっています。どこでどう勝つか

が非常に大切なことと日々感じております。 

 こうした環境の中で、イノベーションのエコシステムをどう構築していくか、国内及び

グローバルで考える必要があります。 

今回の委員会でも、短期、中期、長期のどこにゴールを設定するかを明確にすると、そ

の先の議論がしやすくなると思います。 

 当社の研究開発においては、基礎研究と応用研究の開発費を、どう分配し、どう継続し

ていくかを、常に考えています。基礎研究が不足すると、先端技術が理解できず、新技術

を取り込むことが難しくなります。基盤研究、基礎研究はある程度キープしていこうと考

えています。次世代技術をバックキャストしながら、大学や国の研究機関と連携し、どこ

を強化するかをさらに明確にしていくことが重要です。 

 どの大学でも、同じ方向の研究を行うのではなく、研究領域を明確にすることができる

と、海外の研究者も呼び込めるようになるかと思います。どの分野に注力し、何を強化す

るかが、明確になると、企業からもよりアクセスしやすくなり、イノベーションエコシス

テムの良い循環が生まれると考えています。 

 先ほどの武田課長のお話もありましたが、技術で勝って事業で負ける事例もあります。

出口戦略は非常に重要です。どこで、何で、どう勝つかという戦略や出口の議論をもう少

し入れていくと、施策のパスが分かり易くなると思います。それを実現するための、標準

化・知財戦略も必要です。どこで勝ち、どのような世界を作りたいかというテーマについ

て、もっと皆さんと議論したいと思います。 

 私も新事業を立ち上げてきましたが、オープンイノベーションもその鍵となります。自

社で技術が優れていても、事業化には時間がかかることが多いです。企業が持つ生産技術

や分析技術を活用し、スタートアップと共に早く事業化を進めることで、社会実装が進む

と感じます。 

 現在も国内のスタートアップと連携していますが、海外のＭ＆Ａも多く、その理由も考

えました。海外は自分たちを買収されやすいように工夫しており、その仕組みは５～10

年で築いています。国内でも企業とスタートアップ、大学が協力のもと良い循環を作り出

すことが重要だと感じています。 

 長くなりましたが、以上のような課題認識を持っています。 

○染谷委員長  倉田委員、ありがとうございます。では、杉村委員、お願いいたします。 
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○杉村委員  御丁寧なご説明をいただきありがとうございました。このたび、イノベー

ション・エコシステムの推進との審議会に参加させていただきましたことを、知財の実務

家として大変うれしく思っているところでございます。私は弁理士でございまして、知的

財産の実務に常に携わっている立場におります。また内閣府知財戦略推進本部委員等も拝

命しているところです。 日本弁理士会の前会長を務め、その時にはイノベーション・エ

コシステムを推進していくためにスタートアップにどのように知財を活用してもらえるの

か、そして、弁理士会内の産学連携を推進するための部署等に一定の予算をつけて活動し、

また、地方の活性化のために日本弁理士会、特許庁、日本商工会議所、INPIT との４者連

携を締結し、現在は中小企業庁にも入っていただき５者連携として、地方活性化という面

でイノベーションの促進を推進しているところでございます。 

 本日の御説明の中で、やはり、「グローバル」、そして「ディープテック」が大きなキー

ワードになるのではないかと考えております。イノベーションを促進してグローバルに事

業を展開していくための１つのポイントとしては、やはり、オープンクローズ戦略を考慮

した知財マネジメント戦略を組み込んでいくことを考えていく必要があるのではないかと

考えております。 

 先ほど他の委員もおっしゃってましたが、「標準」につきましては、昨年、日本型標準

加速化モデルが発表されましたので、イノベーションを促進していくためにも、ぜひ政府

のほうでも地方にも広く普及していただきたいと思っております。また、「標準」に関し

ましては、研究開発の初期の段階からどのように組み込んでいくかということを考えいく

必要あり、知的財産権の取得とともにこのような観点も重要だと思います。そして、標準

を含む知的財産が経営資源となるということを経営層にしっかりと意識していただくこと

が必要だと思っております。 

 それから、イノベーション・エコシステムを推進して、その実行の確実性を担保するた

めには、やはり、誰がイノベーション・エコシステムの施策や現場をリードしていくのか

という点を考えていくことが必要だと思っております。フロンティア領域の開拓やスター

トアップ支援、そして産学連携の推進など、掲げられた幾つかの政策を実効性のある形で

実行していくためには、技術、知財、ビジネスを総合的に理解し、多様なステークホルダ

ーを橋渡しできるような人材が必要だと思います。 

 例えば、資料中のフロンティア領域の探索・育成には先端技術への深い理解と事業化の

視点を併せ持つ人材が必要だと思いますし、スタートアップ支援には技術の価値を理解し、
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そして知財戦略を含めた様々な戦略を活用できる事業成長を支援できる人材が必要だと思

っております。 

 特にスタートアップに関しましては、起業してから経営を考えるようではもう遅いと感

じております。それから、産学連携につきましては、アカデミアと産業界の文化や思想の

違いを理解して、効果的な連携を実現できる人材が必要だと思っております。このような

人材の育成確保という面もきちんと議論していく必要がないのかと思います。 

 したがいまして、各政策分野において中核となる人材像の明確化と、その育成確保に向

けた具体的施策の検討も必要ではないかと思っております。また、日本も現在、少子化が

進んでおります。先ほど他の委員もおっしゃいましたように、海外からの優秀な人材を呼

び込むというような視点、それから、日本の優秀な人材の海外への流出を防止するという

観点の検討も必要だと思います。 

 また、本日知財政策室の中山室長がご同席いただいておりますが、現在、日本の優れた

技術の海外への流出ということも大きな問題となっております。現在、知財政策室が中心

となられて営業秘密管理指針の改定が行われております。海外からの研究所を日本に呼び

込み、そして、優秀な海外の人材を日本に呼び込むということも必要ですが、一方で経済

安全保障の観点、そして日本の技術流出をどのように防止するかということも併せて検討

していく必要があるのではないかと思います。 

 最後になりますが、日本には優れた技術に関する特許権が多くあります。しかし、利用

されている特許権は多くないと思います。優れた技術に関する未利用特許の社会実装を推

進していくことも１つの視点になるのではないかと思っております。そのために、１つの

ポイントといたしまして、イノベーション拠点税制の運用開始が４月１日から始まります

ので、この制度の積極的な利用を図ることによりまして、特許権者の事業には必要がない、

利用しない、活用しないと判断されている未利用特許を、特許発明の技術を活用したいと

思っている他企業にライセンス等や譲渡等することによって、新しい優れた技術を生み出

す１つの駆動力になると思います。そして、このような未利用特許の活用がイノベーショ

ンの推進につながっていくのではないかと考えておりますので、この点についても併せて

議論をしていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○染谷委員長  ありがとうございます。今の杉村委員の御発言に関連して、37 ページ

を示していただいてもよろしいでしょうか。右にあるのは大学のデータでございますけれ
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ども、登録特許の件数で言いますと、日本とアメリカは２倍ぐらいであるにもかかわらず、

先ほど武田課長からも御指摘のとおり、ライセンス収入で言うと 52 倍の差があると。こ

れは日本の技術がというか、大学で生み出された技術がよくないことを意味しているのか、

あるいは仕組みの問題なのか、企業側の活用の問題なのか、いずれにしましても今後ディ

ープテックの強化などを議論するに当たって、この辺り、１つ重要な論点になるのではな

いかと感じておりました。 

 以上で委員の皆様方から一通りの御発言をいただきましたが、オブザーバーで田島様か

ら挙手があるということで、御発言をよろしくお願いいたします。 

○田島オブザーバー  初めまして。ジェネシア・ベンチャーズという日本、東南アジア、

インドの創業資金のスタートアップに投資をするベンチャーキャピタルの代表を務めてお

ります。私は日本ベンチャーキャピタル協会の会長も務めておりまして、本日はＪＶＣＡ

としてオブザーバー参加させていただいております。よろしくお願いいたします。 

 2024 年版のグローバル・イノベーション・インデックスにて東京、横浜が１位になる

など、日本には大学や研究所、企業の集積地、つまりビジネスとサイエンスが近接してい

る地域が幾つか存在していると思うのですけれども、やはり、イノベーションを力強く生

み出していく上で、また、積極的に日本に眠る技術を社会実装させていく上で、私はビジ

ネスとサイエンスが違いに積極的に近づき合うためのインセンティブ設計が重要なのでは

ないかと考えています。 

 先日、コロンビア大学の研究所に所属していた方との対話で興味深い話をお伺いしまし

た。海外の大学の研究員は給与が９か月分のみということで、なぜかというと、残りの３

か月は学生が休暇を取っていて学校に来ないからということらしいのです。そういう制約

があるそうなのです。その一方で、企業とのＰＯＣ予算をしっかり取りに行くことによっ

て、その一部を自身の給与だったり、あとは、研究室の新たな研究者の採用予算に充てた

りすることができるということを聞きました。このために、研究者は積極的に大企業を訪

問して、自身の研究内容だったり技術を提案していくと。こういった仕組みがあるので、

ビジネスとサイエンスが自然に近づいてイノベーションが生まれやすい環境が整っている

のだという話を聞きました。 

 また、海外の大企業は、ＰＯＣ予算が日本と比べて大きく、研究者にとって大企業をし

っかり訪問してＰＯＣ予算を取りに行く魅力的な機会になっているという話もありました。

それとは対照的に、日本では、研究者にとって企業とのＰＯＣ予算の獲得というところが
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個人的な利益にもつながらないこと、どうしても受動的な姿勢になりがちだと。さらに、

日本の企業のＰＯＣ予算の平均は米国と比べてかなり少なくて、その方がおっしゃるには

平均 100 万とかぐらいにとどまってしまっているという話もありました。 

 また、私はＶＣとしてビジネスとサイエンスを結びつける、いろいろなイベントだった

りカンファレンスによく参加するのですけれども、ディープテックをしっかり推進してい

く上ですごく重要なアカデミアの方だったり、研究者の方々の参加はほとんどなくて、や

はり投資家とか支援者が大半を占めているような現状でして、本当に必要な人たちが参加

している場が本当に少ないなというのを課題として感じています。 

 もちろん、これはＮイコール１の話ですし、実態が違う可能性も十分ありますので、し

っかり把握する必要があるという前提ではあるのですけれども、ビジネス、サイエンスが

自律的に近づき合うためのインセンティブ設計、もっと具体的に言えば大学や研究者が大

企業とのＰＯＣを取りに行くことのインセンティブ設計の見直しはすごく重要なのではな

いかと感じています。 

 そして、そのことがディープテックスタートアップの増加だったり成長を促進し、ひい

ては、大企業によるＭ＆Ａも含めた社会実装につながっていくのではないかと考えました。 

 私は以上になります。ありがとうございます。 

○染谷委員長  ありがとうございます。いずれも大変重要な御指摘だと思います。これ

に関連して 38 ページをもう一度示していただいてもよろしいでしょうか。ビジネスが生

まれやすい環境を整える、あるいは、必要な人が参加しているか、役割に応じた支援が実

現できているのかというところで、人の流動性についてはいろいろ御指摘がありましたが、

こういうところを海外のトップタレントがきちんと呼び込めていない、そのための企業な

どにおける環境や政府の後押しについては西澤委員や多くの方から御指摘をいただいたと

ころで、私も大学においてトップタレントを呼び込むような環境をどうすれば整えられる

のかということについては今回１つ重要な論点であろうと感じておりましたので、追加の

発言をさせていただきました。 

 続きまして、オンラインでオブザーバー参加しておられます益先生、よろしくお願いい

たします。 

○益オブザーバー  今産総研におります益と申します。環境が悪いので、こんなしゃべ

り方で申し訳ないです。３つ述べさせていただきたいと思います。 

 まず、私、大学では半導体をやって、今は産総研で量子、ＡＩの研究開発だけではなく
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てビジネス展開に携わっております。その観点で言いますと、経産省の半導体デジタル戦

略会議というのがあったのですが、12 月に開催された中で、私の今関係している量子も

一緒に議論すべきということになりました。 

 何を言いたいかというと、イノベーションの議論をするときに、個別の技術でどれが強

い、弱いも大事なのですが、やはり俯瞰的に議論していくという観点は忘れてはいけない

ということを１つ指摘させていただきます。 

 ２番目です。私、国研に移ったのですが、はっきり言って、博士の高度な技術を持った

研究者の数が足りなさ過ぎ、大学はもっと頑張れ、もっと博士を出してこいというように、

元学長を務めていましたので私はもっと大学にプレッシャーをかけるべきだと思っていま

す。経産省のこういうイノベーションの議論のときに、例えば、もっと大きな共同研究の

中で最先端研究をして、大学にはトップカンファレンスに出せるような博士人材を一緒に

つくっていくという気持ちをもっともっと強く持たないとエコシステムにはとてもとても

たどり着かないかなと思っています。 

 それと最後ですが、フロンティア領域の議論のところにインテリジェンス機能の話があ

ったと思うのです。これは大変重要なのですが、一言で言うと、インテリジェンス機能を

どう持たせるかということ自体も議論しつつ、かつ具体的な施策を考えるという二本柱を

考えていかないと片手落ちかなという気がしています。どうやってフロンティア領域を探

索するかということ自体も考え、そして、何を開拓していくかという２つの柱で議論して

いくべきだと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○染谷委員長  ありがとうございます。それでは、オブザーバー参加していただいてお

ります大野顧問からも御発言をお願いいたします。 

○大野オブザーバー  どうもありがとうございます。私は東北大学の身分も持っており

まして前総長で、国際卓越研究大学に先日認可・認定していただきましたけれども、その

素案をつくるところを先導したという役割を持っています。また、専門はスピントロニク

スという……片仮名なのですけれども、不揮発性のメモリをここ 10 年ぐらい研究して、

今話題になっている High Bandwidth Memory を置き換えられるかどうかというようなこと

の研究開発をしています。 

 私からは、大学の役割は今回の議論で極めて重要だと。改めて申し上げるまでもないか

もしれませんけれども、36 ページの図でも大学が中心に書かれていると。知の源泉であ
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り、社会変革の基点となるような研究大学がそういうプラットフォームになって、大学だ

けでやるのではなくて皆さんと一緒に社会を新たなステージに上げていくというモデルが

重要だと思っています。 

 私どもの提案、国際卓越研究大学の提案もそのような形になっています。これはあらか

じめ申し上げておかなければいけないのですけれども、資金というのは常に大事で、科学

研究費を倍にしようということをこの間、経団連から言っていただいています。研究者だ

けが言うのではなくて外からもそういうことが必要だということを言っていただいたのは

大変ありがたいと思っています。 

 一方で、大学が変わらなくていいのかというとそんなことは全然なくて、大学は改革疲

れで、教員の皆さんが改革と言った瞬間に拒否反応が出るような状況なのですけれども、

質的にやはりこれからは変わっていかなければいけない。これはどういう意味かといいま

すと、大学の経営が変わらなければいけない。 

 皆さん、民間の方々はこういうところをあまり意識されていないかもしれませんけれど

も、日本のトップレベルの研究大学は、ボトムアップはあるのですが、どの分野を振興し

ようとして、そこに予算を投入するということがなかなかできていません。それはもとも

と、大学の意思を表現する予算が別立てになっていないところもあって、全てがボトムア

ップになっています。これからは法人としての意思決定と法人としての実行力が問われま

すので、そこを強化していく必要があると思います。 

 どうして法人としての原資がないのかというと、今までの様々な社会貢献をしたときに、

研究成果を経済的な価値に変換する際に、ある種、企業の言葉で言えば原価で売っている。

利益を乗せていないので、組織の中で貢献が金銭的な形で積み上がらないために大学の中

で法人として自由に使える予算が増えないということがあります。そこの仕組みを重点的

に見ていくことが重要かと思います。 

 あとは環境ですね。日本の国立大学（法人）はこの 20 年、一切成長していないという

ことで、内閣府の資料などから出てくるのですけれども、それは会計基準が成長しないよ

うにできているのです。入りと出が毎年一致しなければいけない。つまり、ＢＳのほうが

増えるような仕組みになっていないのですね。 

 ですので、今まで国立大学（法人）というのはそういうものなのだということで 20 年

前に立てつけられましたけれども、国際的な競争にも打って出るような、主体として活躍

してもらうためには、自力でちゃんとＢＳも増やし自力で投資ができるような。もちろん
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公共財という枠は常に最後まであるわけですけれども、そういう内容、組織に変わってい

かなければいけない。今は途上で、やっとそれがスタートしたということだと思います。 

 もう一点、フロンティアの件に関して。これはぜひ進めていただきたいと思います。実

戦を通して、今データはあるのだと思います。文科省のナイスステップも、ＪＳＴのＣＲ

ＤＳも含めて様々なデータは集積されていますけれども、そのデータを政策に使おうとし

たときに、まだ体制が足りていない。 

 ですので、実戦を通した人材、そして組織を育成していく、待ったなしの段階だと考え

ていますので、ぜひよろしくお願いしたいと思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

○染谷委員長  ありがとうございます。これで一巡いたしましたが、それでは、二巡目

ということで、ぜひ時間の許す限り、委員各位から御発言を受け付けていきたいと思いま

すが、いかがでしょうか。では、お願いいたします。 

○斉藤オブザーバー  オブザーバーで参加していますＣＯＣＮ実行委員長の斉藤です。

今日の議論は、今ＣＯＣＮが議論しています第 7 期科学技術・イノベーション基本計画に

向けての提言にかなり合致するところがあると感じています。 

 ＣＯＣＮは推進テーマを会員企業が中心になって、個社ではなくて複数の会社が連携し

てやることを活動の主として進めています。それに加えて今申し上げたような７期に向け

ての議論を始めたところです。 

 その中で、ＣＯＣＮが今一番感じているのは、今日もありましたけれども、スピード感

がなかなかないということが現状を招いているのではないかということです。ではどうす

るかというところで、先ほどもコメントがありましたが、司令塔機能を１つにするといい

ますか、そういった機能をしっかり強化することが重要と感じているところです。 

 それと、今日はフロンティア領域という言葉が結構出ていますけれども、今、ＣＯＣＮ

ではエマージングテクノロジー小委員会を作り、ＮＥＤＯのＴＳＣとＪＳＴのＣＲＤＳの

有識者の方々に来ていただいて、11 回ぐらいの議論を進めてきました。 

 このような領域に対しても、日本は遅れているかもしれないということで、何か新しい

ところも取り組まなければいけないことをしっかり出さなければいけないという議論をし

ています。 

 そこで１つ出てきているのは、こういう新しい領域など、なかなか分からない領域でも、

予算を取ろうとすると、やれベンチマークはどうだとか言われて予算がつくのがなかなか
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難しいというような意見も聞いていまして、そういったところをいかに払拭できるような

政策が必要と感じています。 

 特にそれに関連して、先月、トップ懇談会ということで、ＣＯＣＮ会員企業の経営トッ

プと大野敬太郎衆議院議員に来ていただいて議論する場があったのですけれども、大野先

生も 0.1 からとおっしゃっていて、つまりまだ分からないところにもしっかりお金を投じ

なければいけないということをおっしゃっていて、そこはまさに意見の一致するところと

感じているところでございます。 

 もう一つは、益先生がおっしゃったところに関連するのですが、益先生がＣＯＣＮの理

事だった頃に、機微な可能性がある技術を大学とどのように連携してやるかというような

ところですね。こちらではオフキャンパスというような言葉を使っていますけれども、そ

ういう研究環境ができるような仕組みの構築が必要かなと思っています。 

 ただ、大学の先生とお話をすると、そういうテーマを研究した先生は変にレッテルを貼

られるかもしれないというようなコメントを聞いたりしています。でも、そういう環境を

払拭しながら、高度な技術はそういう環境から出てくるところが多分にあります。それに

加えてセキュリティクリアランスですね。どういう人かということもしっかり見なければ

いけないことを感じているところでございます。 

 あとはＣＯＣＮでは、企業と大学の連携も非常に重視しています。これも先ほど議論が

ありましたが、大学の先生はやはり忙しい。特に文科省が進めているところでＵＲＡ

（University Research Administrator）という、先生方が研究に専念できるような技術

管理的な機能をもう少し強化しなければいけないのではないかというところは非常に同感

するところがありまして、そういった人材は企業にも多いと思っていますので、そういう

仕組みもこの中で議論できればいいかなと感じているところでございます。 

 最後に、恐らく今日のような議論はいろいろな場でもたくさんされていると思っていま

して、このイノベーション小委員会も過去の委員会などで議論があったと思うのです。で

すので、そういった議論が、どういうところがアウトプットとして出てきて、何が足らな

いか示していただくと、この議論がゼロからのスタートではなくて前の議論を生かした形

でのスタートになるかなと思っていまして、提示いただきたいと考えています。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。誠におっしゃるとおりだと思います。ほかにい

かがでしょうか。 
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○高谷オブザーバー  発言の機会をいただいて恐縮です。文部科学省から、オブザーバ

ー参加で声をかけていただいております。科学技術・学術政策担当の大臣官房審議官の高

谷でございます。 

 お話をお伺いして、やはり、大学というプレイヤーがキーとして大変たくさん出てまい

りまして、そこで一言、今の状況の御説明だけさせていただければと思います。 

 文部科学省としましても、今後、大学はどうあるべきか、そして、どう進めるべきか、

様々議論を重ねております。その議論におきまして、今様々、まさに西澤委員でしたり先

ほどの斉藤委員だったりのお話の中にある、大学の研究ポテンシャルが十分出し切れてい

ないのではないか。それは先生方がお忙しいですとか、ＵＲＡの機能の話だとか、いろい

ろ御指摘あります。それは私どもも承知をしておりまして、今その改善といいますか、そ

こをどう進めていくかということについて、私どももいろいろ検討し施策を打っていると

ころでございます。 

 そういう意味で、ここの議論とも大変密接につながるところだと思いますので、ぜひそ

の辺りも一緒にさせていただければと思います。加えて、あと一つ、人材の流動性という

お話もありました。これはむしろ私どものほうから、企業側にもぜひ御協力いただきたい

と思います。私ども、国際的な頭脳循環という言い方をします。やはり人材の流動性とい

う必要性はもう言うまでもないのですけれども、企業様との間でもいろいろな形での人材

流動性というのは御一緒させていただきたいと思っております。 

 １つは、博士人材を企業様のほうでも――大学の博士取得者を多く採用いただきたいな

と思っています。やはりどうしても、学生の側から見ると、博士に行くとその先は大学に

ずっと残るのではないかという声もありまして、経済産業省さんとも一緒に博士人材の活

用というようなこともやらせていただいております。 

 それも進めていきたいと思いますし、加えて、お忙しい先生方を支える人材、今も話が

出ましたＵＲＡだったり、あとは機器とか施設の運用といった辺りでも大学でも必要にな

ってまいります。もちろん大学もうまくしっかり受け入れられるような体制、どうあるべ

きかというのを私ども日々施策を打ってございますが、この辺りもいろいろ、企業さんと

進めていけば新しい方向があるかと思いますので、ぜひ、この辺りの観点を踏まえて、こ

こでの議論を私どももしっかり受け止めてまいりたいと思いますので、今後ともよろしく

お願いしたいと思います。 

○染谷委員長  ありがとうございます。ほかどうぞ。 
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○徳増オブザーバー  内閣府科学技術イノベーション推進事務局で審議官をしておりま

す徳増です。オブザーバー参加をさせていただいています。 

 何度か第７期科学技術・イノベーション基本計画という言葉が出てきましたので、若干、

それも含めて話をさせていただければと思います。この科学技術・イノベーションの分野、

５年に１度、基本計画をつくっています。今現在、第６期の基本計画を進めていまして、

2026 年４月から第７期が始まります。それに向けまして昨年の 12 月、一月ほど前から内

閣府のほうでも次の基本計画に向けて、基本計画専門調査会を始めています。 

 今年の夏ぐらいを目途に骨子をつくりたいと思っていまして、ぜひとも、経産省におけ

る審議会の検討も含めて、連携しながら進めたいと考えておりますので、よろしくお願い

できればと思います。 

 まさに今日いただいた資料を見ますと、大変危機感あふれる資料だなと拝見しています。

その危機感は、我々内閣府のほうでも共有しております。いろいろな資料を見ましてもか

なりよくない状況にあると。ようやく予算を含めて若干反転の兆しがあるわけであります

けれども、ぜひもう一度、まさに科学技術イノベーション立国を目指して、進めるべき時

期にあるのではないかと思いますので、よろしくお願いできればと思います。 

 以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。ほか御発言い

かがでしょうか。よろしいでしょうか。――そうしましたら、少しお時間あるようですの

で、私からも幾つか発言させていただきたいと思っております。 

 全体を通じての話ですけれども、認識として、科学とビジネスが近接化しており、科学

の資本主義化が進むというこの辺りの表現を含め、今日委員の皆様方との認識とはそうず

れがないのではないかというように感じました。その中で、フロンティア競争の時代に突

入し、イノベーションモデルがもう変遷しているということについて、ほぼ共通の認識で

あったのではないかと思います。 

 でも、ここの認識が共通になっているということは私にとって非常に重要でございまし

て、といいますのも安部委員からもお話がありましたように、要素技術を生み出す部分、

実装する部分、価値化の部分というのが全部つながっていて、１者でやる時代ではなく、

ここをいかにスピード感を持って進めるかが大切であると。特に、急速に拡大するビジネ

スからの利益が、さらに新しい技術を生み出すところに再投資されないと、この競争に勝

てないということは、部分部分を何かちょっと改良するということでは改善されないわけ
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ですから。 

 俯瞰的という話も今日は繰り返し出てきておりましたけれども、そういうもの全体を見

て一体的な改革がないと、多分、部分だけをやっていても全体のループがぐるぐるとスパ

イラルアップしていくことはない。そういう意味において、全体を俯瞰しながら、これを

抜本的に見直していくことが極めて重要であるというように認識いたしました。 

 こういう中、先ほど武田課長から示していただいた統計の中で、気になることとしては、

26 ページをちょっと紹介していただけますでしょうか。これは私にとってはかなりショ

ッキングなものでした。日本企業の海外研究開発支出について、私の聞き間違いでなけれ

ば２兆円ぐらい海外に出ていると。 

 今日はここに、日本を代表するグローバル企業の経営者の方に御参加いただいています

が、グローバル企業からすると、どこに研究開発を入れるかというのは世界で一番強いと

ころに出すわけですから、これは日本に本社があるからといって日本の大学を選ぶという

ことにはならないわけですけれども、こういうところがやはり、日本の要素技術を生み出

す部分に再投資されるようになるにはどうしたらいいのか。これは日本の大学にそういう

力がないからなのか、仕組みの問題なのか、あるいは予算と税制の話も土居先生からあり

ましたけれども、そういうものでいいほうに向かっていくものなのか。いずれにしても、

どこかからは、こういうものがぐるっと再投資されるような仕組みをつくっていくことな

く日本における要素技術を生み出す力は上がってこないと思われる。 

 次に、要素技術が生み出された後の、よく言われておりますように、これを事業化する

力がどうして弱いのか。特に大学発のスタートアップでディープテック系が、なかなか関

心は高まるものの、この部分についての課題を抱えていたり、あるいは、たとえ上場した

場合にも大型化しないときのマネタイズ力が弱い。 

 冒頭の武田課長からの論点のところにもありましたけれども、こういうところがどうし

て駄目なのかといいますか、ここを上振れさせるためにはどうしたらいいのかということ

について、ぜひ、委員の皆様方からのお知恵をいただきたいと思っております。 

 特に私の中では、やはり今日議論がいろいろありましたけれども、海外からタレントや

マネーを呼び込むための様々な打ち手が十分でない。こういうところの改革案などについ

てもぜひ各社、各大学、それぞれのお立場から積極的にインプットをいただきたいと思っ

ている次第です。 

 まだ数分ございますので、そのほか御意見ございましたら、御発言いただけませんでし
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ょうか。どうぞ。 

○土居委員  蛇足的なコメントかもしれませんが、２点ほど申し上げさせていただきた

いと思います。大学の研究者は忙しいというのは、私も一大学人として感じるところであ

ります。文部科学省も資料を出しておられて、大学教員の多忙さ、何にどれぐらい時間が

割かれているかという資料があるのは承知しているのですが、あれは医学部の方も入って

いるせいなのか、臨床に時間を取られているとかという資料になっていて、忙しいという

結論は同じなのだけれども、私は文化系ですが、実感と統計データとの間の不整合が気に

なっていて。 

 結論は一緒なので、別に、そのデータが、だから使いものにならないのだというわけで

はないのですけれども、医学部の研究者が臨床に時間を割かれていて忙しいという話では

ないのが、ここでの議論だと多分思いまして。私が思うのは、大変失礼な言い方にします

けれども、雑用に追われているというのが大学教員の忙しさの研究や教育以外のこと。雑

用に追われているというのが忙しさの利用なのだと思っているのです。 

 雑用の雑というところをもう少し解明して、ほかの方に分担していただけるならば分担

していただいて、もちろんＵＲＡのお話もそうなのです。それから、職員の方にも分担し

ていただけるものは分担していただいて、むしろフロンティアの研究者が本当に研究に専

念できる時間を増やすことにつながる方策がここで議論できると、もちろん文科省で議論

していただいてもいいのですけれども、今ここで話題になった話は１つ解決の方向に向か

うかなと思いました。 

 もう一つは、スタートアップの経営者の方についての私のイメージで申しますと、これ

は理科系のスタートアップの方と文化系のスタートアップの方で、ちょっと人種が違うの

かもしれないのですが、社会貢献をしたいということをおっしゃる方がたくさんいらっし

ゃって、それはとても崇高なのだと思うのですけれども、あまり貪欲に利益を得たいとか、

ＩＰＯして富豪になりたいという感じではない気がしていて。 

 シリコンバレーとかに行くと、若いのに職もないかのような形でコーヒー屋さんにいた

りして、この人は一体何をやっているのだろうと言ったら、彼は自分の事業を売って大富

豪になって、今は仕事がないからコーヒー屋さんでコーヒーを飲んでいるのだよみたいな、

そういう人が割とぞろぞろいるという話を見ると、日本はそういう風景があまりないなと

いう気がするので、もうちょっと貪欲に稼ぐということがスタートアップの経営者にあっ

てもいいのではないかと。 
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 富豪になって何が悪いみたいな、それぐらい貪欲になっている方もいらっしゃると。そ

れはもちろん間違いないのでしょうけれども、もっともっと多くの方が携わっているとい

うことだとすると、貪欲さがあるといいのかなと思っていて、そういうスタートアップの

経営者のメンタリティというか、風土というか、カルチャーというか、その辺りも浮き彫

りになるとスタートアップでなかなか収益が上がっていないとか、ライセンス料を稼げて

いないとかというような話にも還元するのかなと思いました。蛇足的なコメントですけれ

ども、以上です。 

○染谷委員長  ありがとうございます。立場と役割の違いについて、ごちゃごちゃにせ

ずに議論するというのは大変重要であると思いました。ありがとうございます。そのほか

いかがでしょうか。 

 では、私からもう一つだけコメントをさせていただきたいと思います。安部委員から、

ソニーさんの６つの事業に応じて求められるスピードも違い、それによって、例えばＭ＆

Ａなどでスピードを上げたり、半導体の要素からやるところがあるというお話がありまし

たが、このような領域における違いを丁寧に議論することも私は非常に大事だと思ってお

ります。 

 先ほど、ＣＯＣＮの斉藤専務理事からも、これまでの議論をよく生かしてということが

ありましたが、一口にイノベーションといっても、領域や見ている時間軸などによって大

分変わってくると思います。スタートアップ１つを取っても学生企業とディープテック系

はやることも打ち手も違いますし、創薬系とそれ以外のいろいろな部分も全部違うと。こ

れをイノベーションというくくりで共通する部分ももちろんあるのですけれども、領域ご

とに違うような、打ち手をきちっと出していく、それから、中長期、短期の時間軸をきち

っと見るという倉田委員からのお話もありましたように、時間軸や領域など大分専門分化

してきているため、こういうところを丁寧に見ていかないと議論が深まらないというよう

にも思っておりまして、このようなところは、ぜひ丁寧に今回も議論させていただきたい

と思っておりましたので、発言させていただきました。 

 ほか。ほぼ時間ですが、よろしいでしょうか。――本日は皆様から貴重なコメントを多

数いただきましてありがとうございます。それでは、予定の時間が近づいてまいりました

ので、菊川局長から最後にコメントをいただければと思います。 

○菊川局長  貴重な御意見をたくさんありがとうございました。どうしても、１時間、

２時間だと議論が限られますので、個別にいろいろと議論する機会を設けさせていただい
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て、議論を深めたいと思っています。 

 これは議論があって、委員長からも今あったとおり、ずっと言われている本質的な課題

みたいなもので解決できていないものは、多分、打ち手はやってきているはずなのですけ

れども、それがヒットしていない。何かずれているとか、もしくは時代のスピードに追い

ついていないとか何かあると思うのです。 

 本質的な課題をぜひここで深く掘り下げていただきたい一方で、悪魔は細部に宿るとい

うか、先ほど大野先生からもお話があった、例えば会計制度１つ取っても、実はここのこ

の会計処理があるから動いていないとか、実はそういうところがあると思います。 

 例えば、我々がグラントをスタートアップに出すときも、スタートアップにとってみて

のＰＬ上の営業外収益に載ってしまうので、評価されないのです。もちろん、ＰＬ上、見

た目は一瞬改善するのだけれども、それが中長期的な評価としてＶＣや金融機関からの評

価につながらないので、むしろ、ちゃんと営業の収益に立つようなグラントの出し方、も

しくは、調達のような形できちんと売上げが立つような項目にどう政府が支援してあげる

かという。 

 実は、グラントを出すことが大事ではなくて、向こうにとってのＰＬやＢＳをどう改善

してあげるかという観点に立ったときに、また全然違う話があったりということなので、

その本質的な課題と、細部の打ち手みたいなことは、やはり１つでも２つでも。大学の、

まさに大野先生がおっしゃった大学経営という観点から、では、どういう……。もちろん、

ずっと前から産学連携が大事だと長年言われてきて、ではなぜ出せていないのか、なぜ協

力できていない、どこにあれがあるのかというところは、意外と細かいところにある可能

性もあるなというのを、今日の議論を聞いて思いましたので、そういったところについて

は、政策の打ち手として、対応できるものをしっかりやっていきたいと思います。 

 それと、技術流出のようなお話と、あと危機感というのがあったのです。先ほど徳増オ

ブザーバーもおっしゃっていましたが、危機感を共有しているということなのですけれど

も、もはや、流出というか、取られるものがないと仮にすれば、むしろ、我々がどうやっ

て取っていくかという逆の発想みたいなものも必要になってこようかと思いますし、エコ

システムで海外のものをどうやって引き込んでいくかということも非常に大事だなと今日

実感いたしました。 

 ただ、どうしても我々は欧米をついつい見てしまうのですが、私、年明けに韓国へ行っ

てきまして、韓国も今非常に危機感を持ってやっています。韓国、台湾、シンガポール、
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中国といったところや、グローバルサウスと言われているインドだとか中東、アフリカの

ほうがよっぽど進んでいるものが多々あります。これは、イノベーション局ができてから

グローバルテック産業調査員会議というのを立ち上げていまして、各地に散らばっている、

これは今申し上げたグローバルサウスの散らばっている経産省、大使館や JＥＴＲＯとい

ったところから技術動向を吸い上げる会議を立ち上げているのですが、よっぽど向こうの

ほうが進んでいるということがあるのです。 

 もちろん、欧米をきちっとベンチマークにすべきところはすべきでありますけれども、

我々の、ある種、身の丈に合った部分として何を取り入れなければいけないかというとこ

ろも、少し目線を変える必要もあるかなというのが今日少し感じた視点でございまして、

引き続き議論を深めさせていただきたいと思います。本日はどうもありがとうございまし

た。 

○染谷委員長  菊川局長、ありがとうございました。それでは、最後に事務局から連絡

事項について案内をお願いします。 

○武田課長  本日はありがとうございました。本日の議事録については、事務局で作成

し、追って関係者の方に御確認いただきたいと考えています。 

 次回以降の活動については、詳細とともに後日改めて御連絡させていただきます。御了

承いただければ幸いです。 

 以上でございます。 

○染谷委員長  委員の皆様方におかれましては、お忙しい中、お集まりいただきまして

誠にありがとうございます。本日は以上で終了といたします。どうもありがとうございま

した。 

 

――了――   

 


